
日本の中小事業者の現状

 日本では企業数の99.7％が中小企業や小規模事業者（2021年中小企業白書）

 中小企業のエネルギー起源CO2排出量の割合は全体の12.6%。業務部門では全
体の43％を占める（2010年中小企業白書）

 2017年に日本商工会議所が実施した「中小企業における地球温暖化対策（省エ
ネ対策等）の取組みに関する調査」によると、LEDや高効率空調の導入など
「少額の投資でも効果の見えやすい取り組み」の実施率は高く、今後の意欲も
高い。一方で、規模の小さい企業や小都市に所在するほど「取組方法」や「メ
リット」の理解不足が課題であり、「費用」や「専門人材」の不足に対する改
善が必要。

 WWFによる複数の自治体へのヒアリングでも、域内の中小企業の排出削減をど
う進めるかが課題との声

出典：中小企業における地球温暖化対策（省エネ対策等）の取組みに関する調査（ 2017年 日本商工会議所）よりWWFジャパン加工

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2021/PDF/chusho.html
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11551249/www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/h22/h22_1/Hakusyo_part2_chap1_web.pdf
https://www.jcci.or.jp/news/jcci-news/2017/0317100000.html　


地球温暖化対策計画書・報告書制度

地球温暖化対策計画（令和3年10月22 日閣議決定）第3章第4節で言及

都道府県、指定都市、中核市、施行時特例市及び区域における温室効果ガス排出量の特に多い市にお
いては、温室効果ガス排出量報告制度や地球温暖化対策計画書制度等の整備・運用により、事業者の
温室効果ガス排出削減の促進に取り組む。

出典：地球温暖化対策計画書制度ガイドライン（2019年環境省）より抜粋

2019年2月末時点で30都道府県、13市・区が導入

今回は中小事業者の排出削減に着目！

⚫ 東京都：中小規模事業所を対象とした地球温暖化
対策報告書制度

⚫ 相模原市：国や県の制度対象とならない中小事業
者を対象とした温暖化対策計画書制度

規模や実情に応じた制度設計の違いや、
補助・減税制度などと組み合わせた工夫点にも注目

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/download/keikakusyo.pdf


バリューチェーンに広がるネットゼロの動き

投資先企業のスコープ1, 2, 3もゼロに

バリューチェーンにいる中小企業にも
ゼロが求められる

2050年までのスコープ1, 2, 3のネット・ゼロ

ネット・ゼロに関する7つの金融イニシアティブ
の連合体。ネット・ゼロへの移行にコミットする
金融機関（COP26時点で45カ国450社以上、資産
規模130兆ドル（約1京4800兆円））が参加。

出典：SBTウェブサイトの情報よりWWFジャパン作成

⚫ 京都府：サプライチェーンを含む削減支援の
実証事業

サプライチェーンの中小企業の排出削減に着目！

サプライチェーンを含むCO2排出削減を通じ、
ESG経営の推進も検討

https://www.gfanzero.com/
https://sciencebasedtargets.org/
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次回開催のご案内

◆第2回「建築物への再エネ導入策」

◆日時：4月26日(火)or28日(木) 15時～17時

◆登壇予定

• 長野県

• 京都府

• 自然エネルギー財団

◆後日、参加募集のご案内をいたします。

ぜひご予定ください。

事例集ページはこちらをクリック

https://www.wwf.or.jp/activities/project/4957.html

